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「未来のまちづくり ３６のアクション」第１段階（事業の考え方・進め方）について 

 

 この表は、市長のマニフェストに基づき、未来のまちづくりに向けたさまざまな施策を

市民の皆様にわかりやすい形で、計画的に進めていくために作成する「未来のまちづくり

３６のアクション」工程表のうち、各事業の考え方や進め方を、その第１段階として、取

りまとめたものです。 

 今後、前期基本計画（平成１６年度～平成２５年度）に掲げる政策事業とともに、事業

仕分けの成果や財源を考慮し、年度ごとの具体的な事業内容を定めた上で、最終の工程表

として公表します（最終の工程表のイメージを裏面に掲載しています。ご参照ください。）。

 

「未来のまちづくり ３６のアクション」第１段階（事業の考え方・進め方）について 

 

 この表は、市長のマニフェストに基づき、未来のまちづくりに向けたさまざまな施策を

市民の皆様にわかりやすい形で、計画的に進めていくために作成する「未来のまちづくり

３６のアクション」工程表のうち、各事業の考え方や進め方を、その第１段階として、取

りまとめたものです。 

 今後、前期基本計画（平成１６年度～平成２５年度）に掲げる政策事業とともに、事業

仕分けの成果や財源を考慮し、年度ごとの具体的な事業内容を定めた上で、最終の工程表

として公表します（最終の工程表のイメージを裏面に掲載しています。ご参照ください。）。



事業の考え方

事業の進め方

№１

アクション項目名 実施担当課

　事業仕分けの実施、政策事業の見直し

総務部　行革推進課
ＴＥＬ　４２１－６１０４

(事業仕分け）

経営企画部　政策推進課
ＴＥＬ　４２１－６１６１
（政策事業の見直し）

　税金をより有効なサービスの提供に充てるため、市役所外部の視点からチェックする事業仕分けを実
施します。また、事業仕分けの結果や基本計画の進捗状況、社会状況等を踏まえながら、前期基本計画
の政策事業を見直します。

　市民評価人が判定を行う事業仕分けを実施します。実施後は、その状況を検証した上で、より効果的な
方法を検討し、改善しながら、翌年度以降も引き続き実施します。また、前期基本計画の政策事業の見
直しを行います。見直しにより、政策事業費の修正を行い、前期基本計画期間終了年度の２５年度まで
の実施スケジュールを作成し、計画の推進に努めます。

実施内容
(事業仕分け）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

実施 実施 実施 実施

※備考 　事業仕分けについては、平成１８年度から実施し、平成２１年度から結果を公表している行政評価をもとに事業を進めます。また、政策事
業の見直しについては、市総合計画審議会の意見を踏まえながら、進めます。

実施内容
(政策事業の見

直し）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

実施 実施 実施 実施

実施



「未来のまちづくり ３６のアクション」アクション項目一覧（目次） 
 
○ 行財政・市役所改革 
№１ 事業仕分けの実施、政策事業の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 
№２ 組織のスリム化、審議会・委員会の整理改善・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 
№３ 公民館等の原則年中無休化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 
№４ 各コミュニティ施設での証明書交付等市民サービスの実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 
№５ 未利用・暫定利用の市有地の市民提案による有効活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 
 
○ 子育て・教育環境の整備充実 
№６ 中学校３年までの子ども医療費（通院費・入院費）の無料化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 
№７ 南側保育所の２３年４月開所、さらなる民間認可保育園・認定こども園の設置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 
№８ 千代田保育所・中央保育所の公立維持・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 
№９ 千代田保育所での一時保育導入・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 
№10  社会福祉協議会による学童保育の運営・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 
№11 「里山プレーパーク」の整備拡充・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 
№12 小学校１・２年に対する必要に応じた市独自の教員加配（３０人学級の導入）  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 
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○ 高齢者や障害者の健康・福祉 
№14 「シルバー人材センター」・「シニアクラブ連合会」の活動拠点の整備、シルバー人材センター独自事業の大幅な拡大支援・・１４ 
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○　行財政・市役所改革

事業の考え方

事業の進め方

№１

アクション項目名 実施担当課

総務部　行革推進課
ＴＥＬ　４２１－６１０４

(事業仕分け）

経営企画部　政策推進課
ＴＥＬ　４２１－６１６１
（政策事業の見直し）

　事業仕分けの実施、政策事業の見直し

　税金をより有効なサービスの提供に充てるため、市役所外部の視点からチェックする事業仕分けを実
施します。また、事業仕分けの結果や基本計画の進捗状況、社会状況等を踏まえながら、前期基本計画
の政策事業を見直します。

　市民評価人が判定を行う事業仕分けを実施します。実施後は、その状況を検証した上で、より効果的な
方法を検討し、改善しながら、翌年度以降も引き続き実施します。また、前期基本計画の政策事業の見
直しを行います。見直しにより、政策事業費の修正を行い、前期基本計画期間終了年度の２５年度まで
の実施スケジュールを作成し、計画の推進に努めます。

※備考 　事業仕分けについては、平成１８年度から実施し、平成２１年度から結果を公表している行政評価をもとに事業を進めます。また、政策事
業の見直しについては、市総合計画審議会の意見を踏まえながら、進めます。

-1-



事業の考え方

事業の進め方

※備考

№２
　組織のスリム化、審議会・委員会の整理改善

アクション項目名 実施担当課

総務部　行革推進課
ＴＥＬ　４２１－６１０４

　市民ニーズの多様化や行政課題の増大、複雑化などに柔軟に対応するため、平成１９年度からグルー
プ制の導入や調整機能の強化に努めてきたところですが、より一層機動的な対応が図れるよう、効率的
な組織の構築を目指します。また、行政諸施策に対し、幅広い意見をいただくことを目的に設置している
審議会・委員会等については、施策推進に伴い増加した組織について設置効果の向上を図る観点から
見直しを行い、廃止・統合など整理・改善を行います。

　現在の組織体制の検証を実施し、役職を含めた組織の一層のスリム化を検討した上で、組織を改正し
ます。また、機動的な施策推進を目的として、専任的組織を弾力的に配置できる制度を構築し、積極的な
運用を図ります。
　審議会・委員会等については、「四街道市審議会等の整理・委員の選任等に関する指針」を見直し、廃
止・統合を進めます。

　審議会・委員会等の整理・改善については、市民参加条例や「みんなで地域づくり指針」等による市民参加制度の整備状況や活用状況な
どを踏まえながら見直します。どを踏まえながら見直します。
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事業の考え方

事業の進め方

アクション項目名 実施担当課

　公民館等の原則年中無休化

教育部　四街道公民館
ＴＥＬ　４２２－２９２６

（公民館の原則年中無休化）

教育部　図書館
ＴＥＬ　４２３－６４４３

（図書館の開館日の拡大等）

総務部　行革推進課
ＴＥＬ　４２１－６１０４

（その他コミュニティ施設の検討）

　財政的状況から、多大な建設費や維持費を要する公共施設の建設が困難になる中、地域活動への支
援や芸術・文化活動などの市民要望への対応など、活動の場の提供の必要性は依然として高い状況で
す。このような中、市では、管理運営の効率化など経費の軽減を図りながら、施設の原則年中無休化を
はじめとした利用可能時間の拡大により、地域活動や自己実現の場の提供に向けた量的な面の拡充を
行います。

　千代田公民館、旭公民館に指定管理者制度を導入し、四街道公民館を含めた３館において、原則年中
無休化（保守点検等のため、月１回及び年末年始は休館）します。また、図書館については、祝日の開館
及び開館時間の延長を実施しながら、利用状況を検証した上で、窓口業務等の委託を実施し、原則年中
無休化します。その他のコミュニティ施設については、施設の性質や利用形態などを考慮しながら、利用
可能時間の拡大に向けた検討を実施します。

№３
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事業の考え方

事業の進め方

※備考

　各コミュニティ施設での証明書交付等市民サービスの実施

アクション項目名 実施担当課

　取次ぎ交付になりますので、翌日以降の交付になる場合もあります。
　申請できるものは、住民票(世帯全員・一部)、戸籍の全部・個人事項証明書(戸籍謄・抄本)　、戸籍の附票です。

　千代田公民館、旭公民館において、住民票の写し等の交付を実施します。また、その他の施設につい
ては、２公民館での実施の状況を踏まえながら、各施設の近接性や費用対効果を考慮しながら、導入施
設の拡大に向けた検討を行います。

№４

総務部　窓口サービス課
ＴＥＬ　４２１－６１０８

　住民票の写し等の交付については、交通利便性を考慮し、現在「四街道駅市民サービスセンター」及び
「鷹の台市民サービスコーナー」にて、実施しているところですが、高齢社会の進展等を踏まえ、より近接
した場所でのサービスの提供が求められていることから、費用対効果を十分に踏まえながら、サービス提
供場所を拡大します。

　申請できるものは、住民票(世帯全員・一部)、戸籍の全部・個人事項証明書(戸籍謄・抄本)　、戸籍の附票です。
　　＊戸籍の証明、戸籍の附票については、平成１９年６月３０日以降の電算化されたもののみ
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事業の考え方

事業の進め方

　未利用・暫定利用の市有地の市民提案による有効活用

　市民提案を求めるための要件整理を進めながら、利活用に係る基本的な方針を定め、審査体制を整備
した上で、市民提案を募集します。採用提案については、財政状況を勘案しながら、順次提案内容に基
づき活用します。

実施担当課

№５

アクション項目名

経営企画部　政策推進課
ＴＥＬ　４２１－６１６１

経営企画部　管財契約課
ＴＥＬ　４２１－６１１２

　市が所有する土地については、道路用地のような特定の行政目的のために供されるもの（行政財産）
やそれ以外のもの（普通財産）があります。行政財産の中には、行政目的を達成するまでに長期間を要
するものや財政状況、社会状況等によりその達成を留保しているものがあり、普通財産についてもその
形状等から十分な活用が図れないものもあります。これらの市有地について、各財産の様々な要件を整
理した上で、より効果的な活用を図るため、市民の皆様の提案を求めます。
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○　子育て・教育環境の整備充実

事業の考え方

事業の進め方

※備考

アクション項目名

№６
　中学校３年までの子ども医療費（通院費・入院費）の無料化

　子ども医療費の助成制度については、現在、対象年齢が小学校１年生から小学校３年生までになって
います。市では、子どもを育てやすい環境を整えるための施策の一つとして、子どもの健康を第一に考
え、義務教育終了までの間の医療費無料化を目指します。
　また、定期外予防接種である細菌性髄膜炎（Hib）、肺炎球菌、子宮頸がんワクチンの接種を促進しま
す。

　小学校６年生までの通院費と中学校３年生までの入院費を無料化します。その後、段階的に通院費の
無料化について、対象者の年齢上限の引上げを実施します。
　また、定期外予防接種である細菌性髄膜炎（Hib）、肺炎球菌、子宮頸がんワクチンの接種費用の助成
を行います。

健康福祉部　健康増進課
ＴＥＬ　４２１－６１００

　子ども医療費の無料化については、自己負担額は生じます。また、所得制限があります。

実施担当課

※備考 　子ども医療費の無料化については、自己負担額は生じます。また、所得制限があります。
　ワクチン接種費用の助成については、費用の一部を助成するものとなります。
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事業の考え方

事業の進め方

※備考

　待機児童の問題は、本市においても例外ではなく、市内６か所（市立２か所、私立４か所）の保育所
（園）において、定員を超えた受入れを行うなど、その対応に努めているところですが、保育需要に対し、
十分には対応できていない状況です。市では、待機児童解消に向け、量的な解消を行うとともに、あわせ
て保護者の就労形態の多様化に対応します。

実施担当課

　南側保育所の２３年４月開所、さらなる民間認可保育園・認定こども園の設置

　四街道駅南側保育所の開所に向け、整備を促進します。この保育所では、一時預かり事業や子育て支
援センター事業もあわせて実施し、子育て支援策の充実を図ります。また、認定こども園（１園）について
も開所に向けた整備を促進し、幼稚園と保育所の連携・一体化を目指します。

　市立中央保育所については、分園（四街道市みそら）も含めて１か所としています。
　保育所、認定こども園ともに、民間事業者が設置・運営します。

健康福祉部　児童家庭課
ＴＥＬ　４２１－６１２４

№７

アクション項目名

　保育所、認定こども園ともに、民間事業者が設置・運営します。
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事業の考え方

事業の進め方

アクション項目名 実施担当課

　保育所における保育に当たり、市は、市内の民間保育園とともに、一体的な推進を図る必要がありま
す。このため、市では、保育の実務を常に実践しながら、経験と実績に基づいた保育行政を進めることに
より、中心的な役割を担います。

　今後も中央保育所・千代田保育所の２つの市立保育所の運営については、直営による保育行政を推進
します。

№８
　千代田保育所・中央保育所の公立維持

健康福祉部　児童家庭課
ＴＥＬ　４２１－６１２４
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事業の考え方

事業の進め方

※備考

№９

アクション項目名 実施担当課

　千代田保育所での一時保育導入

　子育て環境の整備に当たっては、保護者の安心と心身の安寧も重要な要素となります。このため、家庭
保育の支援拡充の一環として、保護者の傷病等の緊急時の対応や心理的・肉体的負担の軽減を図るこ
とを目的に、中央保育所ほか市内民間保育園３園で実施している一時保育事業を地域的条件も踏まえ
ながら拡大します。

　保護者の就労や病気、リフレッシュなどに対応するため、千代田保育所で一時保育事業を実施します。

健康福祉部　児童家庭課
ＴＥＬ　４２１－６１２４

【利用の条件】　①短時間・断続的就労、職業訓練など　②保護者の傷病・災害・事故、出産、冠婚葬祭又は看護・介護など　③リフレッシュ
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事業の考え方

事業の進め方

　就学児童の放課後の安全と保護者の安心を確保することは、保育所での保育終了後も保護者の継続
的な就労を可能にするなど、子育て支援の重要な要素となっています。市では、これまで対象児童の保
護者で構成する団体である「四街道市学童保育所父母の会」にその運営を委託してまいりましたが、地
域全体で子育てを推進する観点から、保護者の負担を軽減しながら、運営を継続します。

№１０

アクション項目名

　社会福祉協議会による学童保育の運営

実施担当課

健康福祉部　児童家庭課
ＴＥＬ　４２１－６１２４

　学童保育により一層主体的に取り組むため、「四街道市こどもルーム」を市の直営とした上で、地域福
祉の推進を図ることを目的とする四街道市社会福祉協議会に事業の運営を委託できるよう努めます。２２
年６月に直営とするための条例改正を行い、四街道市社会福祉協議会と協議を進めています。
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事業の考え方

事業の進め方

※備考

№１１
　「里山プレーパーク」の整備拡充

アクション項目名 実施担当課

　現在、１か所あるプレーパークの運営、管理は市民の組織「四街道プレーパークどんぐりの森」が行っています。

健康福祉部　児童家庭課
ＴＥＬ　４２１－６１２４

　市では、子どもたちが自然を体で感じながら、自分の責任で自由に遊べるプレーパーク事業を市民との
協働事業として実施しています。現在、和良比地先に１か所設置されているほか、月１回程度栗山地先で
出前プレーパークを開催しているところです。「子どもたちの健全な心身の成長」と「里山の保全」を図ると
ともに、市民が自ら主体となって地域づくりを行う「みんなで地域づくり」（市民協働）を進めるためにも協力
していただく市民の皆様と協議しながら、プレーパークの更なる整備拡充を目指します。

　地権者や協働事業として委託している市民団体と協議し、出前プレーパークの開催日数を段階的に増
やしながら、常設のプレーパークへの移行を目指します。また、更なる増設を図ります。
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事業の考え方

事業の進め方

※備考

実施担当課

　関係機関との協議や教員募集を行い、モデル校を指定して、３０人学級を試行実施します。試行状況を
踏まえながら、モデル校数を拡大します。

アクション項目名

№１２
　小学校１・２年に対する必要に応じた市独自の教員加配（３０人学級の導入）

教育部　学校教育課
ＴＥＬ　４２４－８９２５

　施設の状況や教育の効果を踏まえ、少人数指導で対応する場合もあります。
　２２年度は、以下の基準で小学校の学級編制を行っています。

　千葉県では、児童生徒の実態を考慮し、４０人を下回る人数で編制の必要があると認められる場合に
は、特例として弾力的な運用ができることとなっています。小学校低学年におけるきめ細かな教育により、
「確かな学力」と「豊かな心」の基礎を確実に身につけられるよう、小学校１・２年生での３０人学級を導入
し、学習環境を一層充実します。

　２２年度は、以下の基準で小学校の学級編制を行っています。
　　１年　３５人　　　２年　３６人　　　３年～６年　３８人
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事業の考え方

事業の進め方

実施担当課

教育部　教育総務課
ＴＥＬ　４２４－８９２４

№１３

アクション項目名

　子どもたちが健やかに成長するためには、施設環境の整備も重要な視点です。市では、子どもたちが
伸び伸びと体を動かすことができる環境づくりを進めることで、心豊かな児童の育成を目指すとともに、夏
季における温度上昇や砂ぼこりの抑制も図れる校庭の芝生化を保護者や地域の方々の協力を得なが
ら、進めます。

　四街道小学校校庭の一部の芝生化を試行実施し、試行の状況を踏まえながら、順次拡大します。な
お、維持管理に当たっては、市民協働や地域コミュニティの創出の観点から、保護者や地域の方々の協
力を得られるよう努めます。

　小学校の校庭芝生化
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事業の考え方

事業の進め方

健康福祉部　社会福祉課
ＴＥＬ　４２１－６１２１

　四街道市シルバー人材センターについては、業務拡大を踏まえた施設の確保・整備ができるよう支援し
ます。また、拠点の拡大とあわせ、当該団体の独自事業の拡大を支援します。
　シニアクラブ連合会については、四街道市シルバー人材センターの施設の確保・整備にあわせ、活動

№１４

○　高齢者や障害者の健康・福祉

アクション項目名 実施担当課

　「シルバー人材センター」・「シニアクラブ連合会」の活動拠点の整備、シルバー人材センター独自事業
の大幅な拡大支援

　四街道市シルバー人材センターは、市総合福祉センター分館の一部を拠点としていますが、業務の実
施に当たり、他施設との共用などにより対応している状況であり、施設の規模が業務拡大を抑制する要
因になっています。このため、市では、「知恵と経験と技能を有する貴重な人材であるシルバー世代」に、
より一層いきいきと明るく元気に活躍していただくことを目的として、同団体の活動の基盤となる拠点の整
備と独自事業の拡大を支援します。
　また、シニアクラブ連合会は、市総合福祉センター分館の一部を拠点として、社会奉仕活動や生きがい
づくり事業、健康づくり事業を実施・啓発するなど、地域活動の活性化や高齢者福祉の増進に寄与してい
るところであり、今後ますます増加する高齢者の親睦の場や活動し、地域に貢献していただく場の提供、
拡充を図るためにも、拠点の拡充が必要です。このため、市では、高齢者福祉施策の補完的な役割を
担っていただく観点から、また、地域活動の推進を図る観点から、同団体の拠点の拡充・整備を支援しま
す。

※備考

　シニアクラブ連合会については、四街道市シルバー人材センターの施設の確保・整備にあわせ、活動
拠点の拡充を支援します。

　シルバー人材センターは、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づき、地域ごとに1つ設置される団体で、高齢者等ができる仕事
を企業・家庭・公共団体等から請け負い、会員に提供する都道府県知事が指定する社団法人です。
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事業の考え方

事業の進め方

実施担当課

健康福祉部　社会福祉課
ＴＥＬ　４２１－６１２１

教育部　スポーツ振興課
ＴＥＬ　４２４－８９２６

　高齢者の健康の保持は、知識と経験をいかして市の活性化に寄与していただくためにも行政にとって重
要な視点となっています。市では、高齢者がいきいきと活動することにより、心身の充実を図れるよう、グ
ランドゴルフやゲートボールなどの軽スポーツができるような高齢者が集い楽しめる場所、また、多様なス
ポーツニーズに対応できる多目的な広場の設置を進めます。

　活用可能な市有地及び民有地等の調査を実施した上で、適地を選定し、順次、用地の確保・整備を行
います。

№１５
　高齢者が集い楽しめる場所を身近な地域に整備

アクション項目名

-15-



事業の考え方

事業の進め方

※備考

実施担当課

　「健康運動指導者」を養成し、各地域での健康運動教室の開催を推進

教育部　スポーツ振興課
ＴＥＬ　４２４－８９２６

№１６

　高齢社会を迎え、長く健康に暮らしていくための健康増進や疾病予防としての健康保持などを目的とし
た健康づくりへの関心が高まる中、高齢者でもできる健康運動が注目されています。市では、健康運動
のアシスト役を育成する４つの体操教室を開催し、この教室に参加された方々が、各地域で健康運動を
推進していくとともに、将来、健康運動の指導者等として、市内の健康体操等の普及拡大の担い手となる
ように支援していきます。

アクション項目名

　２２年度の体操教室は、四街道総合公園体育館、市立武道館、市保健センターで開催しています。また、市が支援する総合型地域スポー
ツクラブ「四街道ＳＳＣ」においても、２２年度にシニア健康体操を定期的に開催しています。

　健康体操のアシスト者を育成するとともに、「健康体操教室」が各地域で展開されるよう、会場の確保（３
公民館・市立武道館）等の支援を行います。また、総合型地域スポーツクラブや市内公共施設の指定管
理者等の主催事業として、健康体操が取り組まれるよう、協力を求めていきます。

ツクラブ「四街道ＳＳＣ」においても、２２年度にシニア健康体操を定期的に開催しています。
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事業の考え方

事業の進め方

　「総合型地域スポーツクラブ」の設立促進・育成

教育部　スポーツ振興課
ＴＥＬ　４２４－８９２６

№１７

アクション項目名 実施担当課

　市民の誰もがスポーツに親しむことにより、市民の健康の増進と“人づくり・仲間づくり・まちづくり”によ
る豊かな地域コミュニティの実現、地域の活性化への寄与を目的とした総合型地域スポーツクラブ「四街
道SSC」が２２年４月１２日に設立されました。市はこれまで、その設立を促進するため、支援を行ってきた
ところですが、今後は、本クラブの継続的かつ安定的な運営を図るため、引き続き支援します。

　総合公園体育館休館日の開放などの運営面の支援を行うとともに、設立から当分の間、財政的支援を
行い、運営基盤の強化・安定を図ります。
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事業の考え方

事業の進め方 　効果を検証し、検証結果を踏まえた見直しを行いながら、更なる市民サービスの向上を目指します。

№１８

アクション項目名 実施担当課

　市では、転入の際などに必要となる各種申請や手続を１か所の窓口で１度に行う窓口サービス（ワンス
トップサービス）を実施するため、総合窓口を開設しました（２２年５月試行実施、同年６月本格実施）。ま
た、あわせて、正面玄関入口と１階フロア等の改修に当たっては、明るく快適な空間の創出に努めなが
ら、ユニバーサルデザインにも配慮して、障害をお持ちの方にもやさしいフロア作りを行うとともに、お客
様がスムーズな手続を行えるようフロアマネージャーを配置しました。今後も市民の皆様の声をお聞きし
ながら、更なるサービスの改善・向上に努めます。

総務部　窓口サービス課
ＴＥＬ　４２１－６１０８

　ワンストップサービスの推進
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事業の考え方

事業の進め方

※備考 　廃食油リサイクルについては、関連項目として、№２３「廃食油リサイクルによるバイオ燃料等の製造」を参照してください。

№１９

アクション項目名 実施担当課

　就労系事務所の業務の拡大

　発注可能な市事業の調査及び発注形態の研究を行い、市事業の発注を拡大します。また、廃食油をリ
サイクルし、燃料に転用する事業の研究を開始し、事業の開発に着手します。

健康福祉部　障害者支援課
ＴＥＬ　４２１－６１２２

　障害者の就労支援施設としては、「障害者就労支援センターサンワーク」、「第一福祉作業所」、「第二
福祉作業所」を運営しています。各施設では、就労支援と作業の提供を行っているところですが、近年の
社会経済状況等の影響により、作業の提供に関しては低調な傾向にあります。このため、地方自治法施
行令の改正により受注範囲が拡大された公共事業について、受注しやすい発注形態を研究しながら、市
事業の発注を拡大します。また、新規事業の展開を図るため、環境分野への貢献も考慮しながら、廃食
油リサイクルによる事業を創出します。
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事業の考え方

事業の進め方

　ごみの戸別収集

　高齢化等により、ごみ出しが困難な世帯が増加する中、誰もが安心して暮らせるまちづくりを進めるた
めに、環境・衛生面も考慮しながら、市民負担の軽減を図る必要があります。このため、市では、生活環
境や身体的能力などから、一定の要件を設定した上で、ごみ出しが困難な世帯に対し、戸別収集を実施
します。

　実施要件を定めた上で、戸別収集サービスの制度を積極的に周知しながら、適正に実施します。

環境経済部　クリーンセンター
ＴＥＬ　４３２－８５２７

№２０

アクション項目名 実施担当課
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事業の考え方

事業の進め方

※備考 　「みどりの基本計画」は、平成１８年１月に策定した計画で、計画の目標年次は、平成３７年です。

○　環境・自然保護

№２１

　　「みどりの基本計画」は、市民参加による「緑の探検隊」の調査結果をもとに「緑の基本計画検討会」に
おいて検討された「緑の市民草案」を十分に尊重して策定された計画です。生活環境の保全や良好な景
観の保全を図り、子どもたちに四街道のすばらしい環境を承継していくためにも、多くの市民の協力を得
て策定されたこの計画を積極的に推進するとともに、緑化に係る各種制度を再度検討し、土地所有者や
市民の皆様の協力をいただきながら、市民生活に潤いをもたらす里山の保全、自然景観の保持、自然と
触れ合う憩いの場の創出などに総合的・一体的に取り組みます。

環境経済部　環境政策課
TＥＬ　４２１－６１３１

都市部　都市計画課
ＴＥＬ　４２１－６１４１

　　「みどりの基本計画」に基づき策定された「みどりの基本計画行動計画」において設定された平成２３
年度以降の中長期の施策を見直します。中長期の施策の見直しに当たっては、緑地の保全や緑化に係
る各種制度を踏まえ、市と協働して里山の保全活用に協力していただける土地所有者や自然活動団体
等の方々とも十分に協議しながら、市独自の制度の創設も検討した上で、里山の保全、ふるさと公園等
の整備や緑の拠点を繋ぐ遊歩道・サイクルロードの整備などに計画的に取り組みます。

アクション項目名 実施担当課

　緑のまちづくりの推進

※備考 　「みどりの基本計画」は、平成１８年１月に策定した計画で、計画の目標年次は、平成３７年です。
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事業の考え方

事業の進め方

№２２

アクション項目名

　太陽光発電の有効利用については、「四街道市環境基本計画」において、二酸化炭素の排出抑制の手
段として取り組んでいくものと位置づけられています。市では、温暖化の防止など地球環境の保全への寄
与と資源の有効利用を図るため、さらに環境教育の実践の観点も踏まえ、太陽光発電パネルの公共施
設への設置を進めます。また、全市的な環境保全の推進の観点から、太陽光発電パネルの住宅等への
設置を促進します。

　各小中学校の校舎・体育館の耐震化や大規模改造事業とあわせて、太陽光発電設備を設置します。ま
た、住宅等への太陽光発電パネルの設置促進に向け、効果的な助成制度の研究を行った上で、助成を
実施します。

実施担当課

　太陽光発電パネルの公共施設への設置と家庭等への設置促進

環境経済部　環境政策課
ＴＥＬ　４２１－６１３１

（設置促進）

教育部　教育総務課
ＴＥＬ　４２４－８９２４
（学校施設への設置）
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事業の考え方

事業の進め方

※備考 　就労系事務所での活用については、関連項目として、№１９「就労系事務所の業務の拡大」を参照してください。

　廃食油については、市の「一般廃棄物処理基本計画」において、中間目標年度である平成２７年度まで
に、可燃ごみとしての分別から資源物としての分別に変更する計画です。市では、国際的に早期の取組
が要請される地球温暖化対策の一環として、廃食油リサイクルによる二酸化炭素の排出削減や資源の
有効利用を進めるため、また、障害者福祉の充実の観点から、既存の作業提供量が低調な状況である
就労支援施設における新たな事業展開を図るため、廃食油リサイクルによるバイオ燃料等の製造の研
究に早期に取り組みます。

　廃食油をリサイクルし、燃料等に転用する事業について、就労支援施設の新たな事業としての可能性を
含めた研究を開始し、収集システムの整備や収集方法の周知を図りながら、事業の開発に着手します。

アクション項目名 実施担当課

　廃食油リサイクルによるバイオ燃料等の製造
№２３

環境経済部　廃棄物対策課
ＴＥＬ　４２１－６１３２
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事業の考え方

事業の進め方

№２４

アクション項目名

　二酸化炭素の排出削減等の環境保全の観点から、また、経費節減の観点から、効果の高いLED電球
への切替えなど、省エネ機器を積極的に導入します。

　一部庁舎内の照明器具をLED及び環境配慮型の照明器具に入れ替えます。また、交換時期などを勘
案しながら、順次公共施設への入替えを実施するとともに、公共施設の新設・改修に当たっては、LED又
は環境配慮型の照明器具を設置します。
　学校施設については、大規模改造事業等の実施にあわせて適宜切り替えます。

実施担当課

　ＬＥＤ電球への切替え、省エネ機器の導入等低炭素社会への貢献

経営企画部　管財契約課
ＴＥＬ　４２１－６１１２
（庁舎施設への設置）

教育部　教育総務課
ＴＥＬ　４２４－８９２４
（学校施設への設置）

環境経済部　環境政策課
ＴＥＬ　４２１－６１３１

（その他公共施設への設置指導）
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○　日常生活の安全、利便性の向上

事業の考え方

事業の進め方

実施担当課

　北口広場を南口と一体的に改修整備、市民の送迎車の停車スペース確保
№２５

アクション項目名

建設水道部　道路管理課
ＴＥＬ　４２１－６１４３

　北口広場の一般車一時乗降場は、平成１５年４月に北口広場の暫定改修として設置されたものです
が、送迎車両による混雑時には、円滑な交通状況に支障を来している状況です。このような中、２２年１０
月に南口広場が開設され、交通流動が分散されることから、北口・南口両広場の機能を一体的な視点で
見直し、再配置を考慮しながら、必要に応じた改修を行い、市民の送迎者の停車スペースを拡大します。
また、北口広場のより効果的な活用を目指し、本格改修に向けた準備を開始します。

　関係機関との協議を行うとともに、四街道駅北口広場管理運営協議会に諮った上で、北口広場に送迎
車の停車スペースを新たに設置します。また、南口広場の交通状況を踏まえながら、北口広場の本格改
修について、調査を行います。
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事業の考え方

事業の進め方

№２６

アクション項目名 実施担当課

　千葉駅止め快速最終電車の延伸、千葉駅発最終普通電車の増便

経営企画部　政策推進課
ＴＥＬ　４２１－６１６１

　就業形態の多様化をはじめとした活動時間の拡大等に伴い、公共交通機関の利用時間の延長が求め
られています。市では、市民の利便性向上の観点から、関係機関に協議・要望しているところであり、バ
ス交通については、東京駅や千葉駅からの深夜バスが運行されているところです。鉄道についても、沿線
自治体と連携・協力しながら、現在まで継続的に事業者に終着駅の延伸や増便による最終電車の時間
的拡大を要望しているところであり、今後も引き続き、事業者側の意向を的確に把握しながら、利用者の
利便性向上に向け、鋭意要望します。

　鉄道の広域性と採算面を考慮し、当市が加入する「千葉県JR線複線化等促進期成同盟」を通して、現
在JR千葉駅０時０１分発となっている便の発車時間を調整し、JR千葉駅０時０４分着の東京駅発の快速
電車に接続できるよう要望します。また、あわせて、千葉駅発０時２５分発等の深夜バスの周知を図りま
す。
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事業の考え方

事業の進め方

　物井駅東口への道路新設については、JR物井駅の利便性向上により、急激に増大すると想定される
交通需要に対応するため、平成１６年の「物井駅周辺交通体系基礎調査」の結果を受け、事業化に向け
た準備を行っているところです。本路線の整備は、利用者の利便性の確保と交通環境の整備を図るとと
もに、近接する既成市街地の活性化に寄与するものとして期待するところですが、地理的条件から、関係
機関との協議や地質面など、様々な課題があり、整備に相当な期間を要するものとなることから、地権者
や周辺市民の理解と協力を得ながら、事業を進めます。

　地質調査を実施した後、予備設計、用地測量、用地買収を行うなど、順次道路新設事業を推進します。

実施担当課

　物井駅東口へのアクセス道路建設

都市部　道路整備課
ＴＥＬ　４２１－６１４２

№２７

アクション項目名
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事業の考え方

事業の進め方

　ヨッピィは、社会福祉的な面も踏まえ、交通不便地域の住民の公共施設や公共的施設への円滑な利用
を支援するために創設した交通システムであり、バス事業者に財政的支援を行うことにより、運行してい
るところです。市では、南口駅前広場の整備や社会経済状況の変化を踏まえながら、限られた財源の中
にあって、効果的な事業の推進を図るため、本事業その他のバス交通への施策を全体的に見直しなが
ら、JR線南側地域への新規路線の開設を目指します。 経営企画部　政策推進課

ＴＥＬ　４２１－６１６１

　市交通問題連絡協議会にて全体的な見直しについての協議を行った上で、関係機関と協議しながら、
見直しに基づく対応策を作成します。対応策に基づき、JR線南側地域での試行路線を設定した後、新規
路線で試行運行を開始します。

アクション項目名 実施担当課

　ＪＲ南側での「ヨッピィ」新路線開設
№２８
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事業の考え方

事業の進め方

実施担当課

　防犯灯、生活道路及び排水溝の整備等市民生活に直結する問題の優先的解決
№２９

アクション項目名

総務部　自治防災課
ＴＥＬ　４２１－６１０６

（防犯灯整備）

建設水道部　道路管理課
ＴＥＬ　４２１－６１４３

（生活道路・排水溝の整備）

　市民の安心実現のため、また、市民生活を第一に考えた市政を推進するため、市民生活に密接に関わ
る施設については、優先的に整備・改修を行います。

　防犯灯については、２１年度に実施した市内全域調査の結果をもとに、老朽化した設備を改修します。
また、新設については、引き続き自治会等の地域の要望に基づき、設置基準を踏まえながら対応します。
　生活道路については、交通量や損傷の程度、主な利用形態から緊急性や重要度を判断し、順次対応し
ます。
　排水溝の整備についても、同様に溢水の状況などから緊急性や重要度を判断するとともに、流末の整
備状況を踏まえながら対応します。
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事業の考え方

事業の進め方

※備考

　消費生活センターの充実、警察との連携強化による総合的な治安対策

総務部　自治防災課
ＴＥＬ　４２１－６１０２

環境経済部　産業振興課
ＴＥＬ　４２１－６１３４

№３０

アクション項目名

　複雑化・多様化する消費者トラブルや振り込め詐欺などの各種犯罪から、市民の安心安全を確保する
ため、消費生活相談業務の充実と地域・関係機関相互の有機的な連携のもとでの防犯活動が必要とさ
れています。市では、消費生活相談業務を拡充するとともに、犯罪行為の未然防止を目的に、自治会や
各種関係団体と一体となった防犯活動を警察をはじめとした各関係機関と連携しながら進めるため、消
費生活相談機能と地域防犯活動機能を併設した安心安全の拠点を整備します。

　消費生活センターは、現在の第２庁舎から、移転し、拡充します。

実施担当課

　旧四街道交番の施設を活用し、消費生活センターと市内防犯団体等の活動拠点を併設した安心安全
施設を整備します。
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○　商業・農業振興

事業の考え方

事業の進め方

アクション項目名

環境経済部　産業振興課
ＴＥＬ　４２１－６１３４

　市勢進展の重要な要因となる地域経済の発展については、少子高齢化や交通環境の向上による商圏
の広域化をはじめとする社会状況の変化に伴い生じている地域課題を十分に認識した上で、居住地域と
の近接性をいかした対応を図るなど、市民の生活基盤の維持・確保の観点も含めた地域ぐるみの取組が
必要です。市では、庁内での支援体制を充実し、商工会や各商店街との連携強化を図るとともに、地域
全体での商業振興を促進しながら、支援制度を拡充します。

　商工会・各商店街との連携強化、商店街の活性化を支援する仕組み作り
№３１

実施担当課

　商業振興と地域課題を総合的な観点から検討する庁内支援体制を確立するとともに、中心市街地活性
化に係る具体的事業の決定に当たり、市商工会や商店街と連携を図りながら、支援します。また、地域の
商店や住民を含めた（仮称）地域協議会の設置支援やコミュニティビジネス支援制度の研究を行います。
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事業の考え方

事業の進め方

№３２

アクション項目名

　市内の商店街においては、消費者のライフスタイルの変化や交通環境の向上、後継者問題等の様々な
要因により、空き店舗が生じています。空き店舗の長期化や増加は、商店街の集積効果を阻害し、商店
街そのものの魅力低下を招くことにより、更なる減少の要因となることが危惧されるものとなります。市で
は、商店街の再生・発展が、市の活性化に寄与するものととらえ、空き店舗の発生を抑制し、店舗集積に
よる相乗効果の創出を図るため、空き店舗への新規の出店を支援します。

実施担当課

環境経済部　産業振興課
ＴＥＬ　４２１－６１３４

　「空き店舗活用補助金制度」の創設

　空き店舗の状況調査を行った上で、調査結果を踏まえながら、空き店舗活用補助金制度を創設し、市
商工会で提供している「空き店舗情報」とあわせて、新規出店の促進を図ります。
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事業の考え方

事業の進め方

実施担当課

　観光農園・直売所の整備

　農業の活性化は、地域経済の進展に寄与するだけでなく、良好な環境の保全の観点からも、重要で
す。市では、地理的条件や社会的な就業動向の変化により、厳しい状況にある農業の振興を図るととも
に、市民の健康や自然に対する志向の高まりに的確に対応するため、多様な販路の創出、地産地消の
推進、観光振興を目的として、生産者と購買者をつなぐ新鮮な農作物の提供・購入の場と四街道の農産
物をいかした観光の場の拡大を目指します。

№３３

アクション項目名

　新たな観光農園及び直売所の整備について、関係団体と協議しながら、調査・研究します。協議・研究
等をもとに、補助制度を創設し、新たな観光農園及び直売所の整備を促進します。

環境経済部　産業振興課
ＴＥＬ　４２１－６１３４
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事業の考え方

事業の進め方

　休耕地の増加については、農業生産力の低下をもたらすだけでなく、周辺環境や景観への影響も懸念
されるところです。市では、休耕地の活用を図るため、２１年度から取り組んでいる「地域ブランド創生事
業」の中で、ブランド化の可能性の高いものとされた「そば」を使用した「四街道ブランド」の創生につい
て、市民提案をいかした研究・開発を進めます。

　「（仮称）四街道ブランド研究会」を設置し、休耕田活用の観点から、「そば」を使用した「四街道ブランド」
の創生を研究します。また、研究・開発事業に対する補助制度を創設します。

　休耕地の有効活用とあわせた市民提案による「四街道ブランド」の研究開発

経営企画部　政策推進課
ＴＥＬ　４２１－６１６１

№３４

アクション項目名 実施担当課
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事業の考え方

事業の進め方

アクション項目名

　図書館については、閲覧場所や配架場所の拡大に向け、文化センターの改修時期や構造上の問題点
を含めた検討を行います。あわせて、早期に文化センター３階の学習室の利用を拡大するなど、暫定的
な拡大を行います。
　武道館については、ワークショップ等を開催するなど、新規建設施設の仕様や機能も含めた検討を行い
ながら、整備します。

№３５

○　企画事項

実施担当課

　文化センターの一部を図書館機能として活用、武道館の早期建替え

　図書館については、利用者の増加に伴い、閲覧場所や配架場所が相対的に狭小になっており、利便性
が低下するとともに、蔵書の有効配置が図れない状況です。市では、生涯学習の更なる推進の観点か
ら、図書館の構造を十分に踏まえながら、隣接する文化センターも含めた一体的な視点で、施設の総体
的な有効活用を図ることにより、閲覧場所や配架場所等を拡大します。
　また、市立武道館については、建築から３０年以上が経過し、老朽化が進んでいます。市では、市民の
健康増進の観点から、武道館を早期に建て替えます。

教育部　図書館
ＴＥＬ　４２３－６４４３

（図書館整備）

教育部　スポーツ振興課
ＴＥＬ　４２４－８９２６

（武道館整備）
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事業の考え方

事業の進め方
　基金を創設し、市民税収入の１％程度を限度額として積み立てます。積立て後も市民提案事業への活
用にあわせ、不足する額を積み立てます。また、市民提案の選定について審議する市民参加の組織を設
置します。

　市では、市民参加条例に基づき、市民が知識や経験をいかし、市をよりよくするための政策等の提案を
行う市民提案手続制度を運用していますが、採用に備えた財源は明確には確保されていない状況です。
このような状況を踏まえ、市民提案による施策を着実に履行するため、また、市民提案の財源を明確に
位置づけることにより、より一層の周知を図るため、市民税の１％を限度とした基金を創設します。また、
市民提案の選定に係る透明性を確保するため、市民参加の審議組織を設置します。

アクション項目名

№３６

実施担当課

　市民提案の円滑な実施を目的とし、市民税の１％を積み立てる「市民提案事業基金」を創設

経営企画部　政策推進課
ＴＥＬ　４２１－６１６２
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